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2017 年 4 月 1 日～ 2020 年 3 月 31

2016 )年度 2019 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2019 年度) (2017 年度) (2018 年度) (2019 年度)

％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ 4.5 ％ 17.8 ％ 21.8 ％

3.0 ％ 4.1 ％ 15.8 ％ 20.3 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

(2)推進体制

大半のビルの管理運営を委託している阪急阪神ビルマネジメント㈱や、他の管理会社においても随時エネルギー使用に対する監視及
び削減対策を実施。また阪急阪神ホールディングスグループの一員として、阪急阪神ホールディングス環境委員会の啓蒙活動を推
進。運用会社である当社においても３ヵ月に一度サステナビリティ推進委員会を開催し、PDCAを回すことにより省エネを推進。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

2019年度の温室効果ガス削減状況としては、主な事業所の北野阪急ビルでの共用部照明LED化、上六Fビルディングでの専用部(1～3、
6階）照明LED化による電気使用量削減が寄与し、全体では第3年度で基準年度比21.8％の原単位削減となったものと思料。

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 延床面積

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 5,407 4,246

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 6,003 4,805

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 69不動産賃貸業・管理業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要 阪急阪神リート投資法人保有の賃貸ビル（事務所・店舗）等不動産資産の管理運用等

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

実績報告書

届出者 住所
大阪府大阪市北区茶屋町19-19

氏名
阪急阪神リート投信株式会社

アプローズタワー19階 代表取締役社長　白木　義章



レ

2017 年 4 月 1 日～ 2020 年 3 月 31

2016 )年度 2019 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2019 年度) (2017 年度) (2018 年度) (2019 年度)

％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ -12.8 ％ -18.5 ％ -10.8 ％

3.0 ％ -13.6 ％ -19.7 ％ -11.8 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

(2)推進体制

エネルギー監視委員を増やし機器ごとの運転状況を掌握し省エネを徹底管理します。又、店舗ごとに温暖化防止に関する打ち合わせ
を行い、省エネに努めます。

照明に関しては8年前に7割～8割程度LED化しましたので残りの器具はLED化できない（高温・多湿等）ものであるため苦慮している
処であります。しかし最近消防法で非常灯がLEDでもOKとなりましたので非常灯器具をLED化する方向で進めています。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

熱源機器を更新してから8年を経過し効率の低下が否めない
入館者数によりコージェネの運転時間を調整を実施
平成25年度に熱源機器を更新し8年が経過し機器の能率の低下・故障が頻発するようになり発生の都度修理消耗部品の交換等を行っ
ていますが対応が追いつかない状態になっています。中でも冬期の暖房はボイラーで行うように設計され実施していましたが暖房配
管の機器故障により吸収式冷温水発生器で暖房を行っています。そのため廃熱回収が行えないため達成率悪化要因の原因の一つと思
われます。

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 延床面積

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 10,179 11,786

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 10,792 12,608

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 69不動産賃貸業・管理業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに該当する
者

事業の概要
分譲事業・賃貸事業・アミューズメント事業・マンション管理事業

再生可能エネルギー事業・社会福祉事業

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

実績報告書

届出者 住所
大阪市福島区吉野１－２１－１４

氏名
株式会社　阪神住建

代表取締役　岩崎　圭祐


